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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両がこれから走行する走行経路である目標走行経路に関する情報である目標走行経
路情報を取得する目標走行経路情報取得手段と、
　前記目標走行経路情報に基づいて、前記目標走行経路上で所定距離毎に設定された各速
度パターン設定点における前記目標走行経路の見通し距離を算出すると共に、前記各速度
パターン設定点において前記自車両が走行する自車線エリアのみを通して見通しが得られ
る自車線エリア見通し距離を算出する見通し距離算出手段と、
　前記各速度パターン設定点において、前記自車両が所定の減速度によって前記見通し距
離で停止できる最大の速度を第１上限速度として設定すると共に、前記自車両が所定の減
速度によって前記自車線エリア見通し距離で停止できる最大の速度を第２上限速度として
設定する上限速度設定手段と、
　対向車線に対向車が存在しない場合には、前記各速度パターン設定点における前記自車
両の速度が、前記上限速度設定手段により前記各速度パターン設定点において設定された
前記第１上限速度以下となるように、前記目標走行経路における前記自車両の第１速度パ
ターンを生成し、前記対向車線に前記対向車が存在する場合には、前記各速度パターン設
定点における前記自車両の速度が、前記上限速度設定手段により前記各速度パターン設定
点において設定された前記第２上限速度以下となるように、前記目標走行経路における前
記自車両の第２速度パターンを生成する速度パターン生成手段と、
を備える車両制御装置。
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【請求項２】
　前記速度パターン生成手段は、前記第１速度パターンのうち前記自車両の速度が前記第
１上限速度に一致する区間の速度パターン及び前記第２速度パターンのうち前記自車両の
速度が前記第２上限速度に一致する区間の速度パターンを、フリーラン減速走行パターン
と高効率加速走行パターンとの組み合わせに変更する、
請求項１に記載の車両制御装置。
【請求項３】
　前記見通し距離を補正する見通し距離補正手段を更に備え、
　前記見通し距離算出手段は、前記各速度パターン設定点と前記各速度パターン設定点か
ら前記自車両の進行方向に見通しが得られる最も遠い前記自車線エリアの中心線の位置と
を結ぶ線分である見通し線をそれぞれ決定し、
　前記見通し距離補正手段は、前記走行経路及びその周辺部を区分する複数のエリアを示
す情報と、前記複数のエリアのそれぞれに関連付けられた前記見通し距離の変動要素の影
響の度合いに基づく数値を示す情報とを有し、前記各速度パターン設定点における前記見
通し線が通過する前記エリアに関連付けられた前記数値に基づいて、前記各速度パターン
設定点における前記見通し距離を補正する、
請求項１又は２に記載の車両制御装置。
【請求項４】
　前記目標走行経路情報取得手段は、自車両に搭載されたセンサから前記目標走行経路情
報を取得する、
請求項１～３のいずれか一項に記載の車両制御装置。
【請求項５】
　運転者の運転支援を行う運転支援手段をさらに備え、
　前記運転支援手段は、前記速度パターン生成手段により生成された前記第１速度パター
ン又は前記第２速度パターンに基づいて運転支援を行う、
請求項１～４のいずれか一項に記載の車両制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両制御装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　車両の走行計画を生成し、その走行計画に従って車両を走行させる車両制御装置が知ら
れている。例えば、下記の特許文献１に記載の車両制御装置では、要減速地点で実現すべ
き車速と、現在の車両の車速と、要減速地点までの距離とに基づいて、無回生無加速走行
パターン、加速走行パターン、回生走行パターンを組み合わせてなる目標走行速度パター
ンを生成し、生成された目標走行速度パターンに従って車両の自動運転を行っている。こ
の車両制御装置では、無回生無加速走行を最大限に活用する目標走行速度パターンを生成
することで、燃費を向上している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－７４３３７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、一般的な実環境でのコーナーは、建造物などによりコーナーの出口まで見渡
せないことが多い。このようなコーナー（以下、「ブラインドコーナー」という。）では
、建造物などに隠れていたため認識できなかった先行停止車両や歩行者等の障害物が、突
然認識されることがある。上記特許文献１に記載の車両制御装置は、ブラインドコーナー
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において障害物を突然認識した場合、強い減速を行うため燃費が悪化してしまう。また、
運転者は不安を感じて、自動運転を解除し、速度誘導のような運転支援システムの提案を
無視するなどして、低速走行を行ってしまうことが予想される。その結果、上記特許文献
１に記載の車両制御装置は、ブラインドコーナーでは十分な燃費向上効果を得ることがで
きなかった。
【０００５】
　そこで本発明は、このような問題点を解決するためになされたものであって、見通しの
悪いブラインドコーナーにおいて、適切な低燃費速度パターンを生成する車両制御装置を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するため、本発明に係る車両制御装置は、自車両がこれから走行する走
行経路に関する情報である目標走行経路情報を取得する目標走行経路情報取得手段と、目
標走行経路情報に基づいて進行方向の見通し距離を算出する見通し距離算出手段と、見通
し距離に基づいて上限速度を設定する上限速度設定手段と、上限速度に基づいて速度パタ
ーンを生成する速度パターン生成手段と、を備えることを特徴とする。ここで目標走行経
路とは、自車両がこれから走行する走行経路を意味する。
【０００７】
　本発明によれば、算出した見通し距離に基づいて上限速度を設定し、上限速度に基づい
て速度パターンを生成することにより、見通し距離の範囲内で強い減速を行うことなく停
止できる。このため、ブラインドコーナーのような見通しの悪い走行経路において突然障
害物を認識したとしても、急な減速が不要となる。その結果、車両の燃費向上を実現する
ことが可能となる。
【０００８】
　また本発明に係る車両制御装置において、見通し距離算出手段は、目標走行経路上の一
定の距離毎に見通し距離を算出するのが好ましい。これによれば、目標走行経路上の一定
の距離毎に見通し距離を算出することにより、目標走行経路上の各地点における上限速度
を設定することが可能となり、その上限速度パターンに従って、より最適な低燃費速度パ
ターンを生成することができる。
【０００９】
　また本発明に係る車両制御装置において、速度パターン生成手段は、上限速度で走行す
る区間の速度パターンを、フリーラン減速走行パターンと高効率加速走行パターンとの組
み合わせに変更するのが好ましい。上限速度での走行は燃費効率が悪いが、本発明によれ
ば、上限速度での走行パターンをフリーラン減速走行パターンと高効率加速走行パターン
との組み合わせに変更することで、より最適な低燃費速度パターンとすることができる。
【００１０】
　また本発明に係る車両制御装置において、速度パターン生成手段は、対向車が存在する
か否かに応じて速度パターンを変更するのが好ましい。これによれば、対向車が存在する
ことにより対向車線が見通せない場合であっても、適切な速度パターンとすることで、突
然障害物を認識した場合に、急な減速が不要となる。その結果、車両の燃費向上を実現す
ることが可能となる。また、対向車が存在しない場合に、適切な速度パターンとすること
で、車両が必要以上に速度を落とすことなく走行することができる。
【００１１】
　また本発明に係る車両制御装置において、見通し距離算出手段は、進行方向の見通しが
得られるエリアである見通しエリアに応じて見通し距離を調整するのが好ましい、これに
よれば、対向車により見通しが得られないといった見通し距離の変動要因に応じた見通し
距離とすることができる。このため、見通し距離の変動要因に応じた速度パターンを生成
することができ、ブラインドコーナーのような見通しの悪い走行経路において突然障害物
を認識したとしても、急な減速が不要となる。
【００１２】
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　また本発明に係る車両制御装置において、目標走行経路情報取得手段は、自車両に搭載
されたセンサから目標走行経路情報を取得するのが好ましい。ナビゲーションシステムか
ら取得できる目標走行経路情報は、道路外に存在する建造物などによる遮蔽状況が正確に
反映されていないことがある。本発明によれば、自車両に搭載されたセンサにより取得し
た目標走行経路情報を用いることにより、目標走行経路における実際の遮蔽状況等を反映
した情報に基づいて見通し距離を算出することができる。その結果、より最適な低燃費速
度パターンを生成することが可能となる。
【００１３】
　また本発明に係る車両制御装置において、運転者の運転支援を行う運転支援手段をさら
に備えてもよく、運転支援手段は、速度パターン生成手段により生成された速度パターン
に基づいて運転支援を行うのが好ましい。これによれば、見通し距離に基づいて生成され
た速度パターンに従って運転支援を行うことにより、自車両の燃費を向上することができ
る。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の車両制御装置によれば、見通しの悪いブラインドコーナーにおいて、適切な低
燃費速度パターンを生成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第１実施形態に係る車両制御装置を備える車両の構成概略図である。
【図２】本発明の第１実施形態に係る見通し線と見通し距離の一例を示す図である。
【図３】本発明の第１実施形態に係る速度パターンの一例を示す図である。
【図４】本発明の第１実施形態に係る車両制御装置の速度パターン生成、変更処理を説明
するためのフローチャートである。
【図５】本発明の第１実施形態に係る車両制御装置の運転支援処理を説明するためのフロ
ーチャートである。
【図６】本発明の第２実施形態に係る車両制御装置を備える車両の構成概略図である。
【図７】本発明の第２実施形態に係る見通し線と見通し距離の一例を示す図である。
【図８】本発明の第２実施形態に係る車両制御装置の処理を説明するためのフローチャー
トである。
【図９】本発明の第２実施形態に係る車両制御装置の見通し距離の更新処理を説明するた
めのフローチャートである。
【図１０】本発明の第２実施形態に係る車両制御装置の見通し距離の補正処理を説明する
ためのフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、添付図面を参照して本発明の実施の形態を詳細に説明する。なお、図面の説明に
おいて同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００１７】
　（第１実施形態）
　図１に、第１実施形態の車両制御ＥＣＵ２（車両制御装置）を備える車両１の構成概略
図を示す。図１に示すように車両１は、車両制御ＥＣＵ（Electronic　Control　Unit）
２、ＧＰＳ（Global　Positioning　System）受信機３、ナビゲーションシステム４、車
載カメラ５、ミリ波レーダ６、インフラ通信装置７、車速センサ８、加速度センサ９、ブ
レーキ操作量センサ１０、アクセル操作量センサ１１、ＡＣＣ（Adaptive　Cruise　Cont
rol）スイッチ１２、ＨＶ（ハイブリッド）システム１３、ブレーキアクチュエータ１４
、アクセルアクチュエータ１５、操舵アクチュエータ１６を含んで構成されている。
【００１８】
　車両制御ＥＣＵ２（車両制御装置）は、車両１がこれから走行する走行経路である目標
走行経路に応じて速度パターンを生成する装置である。車両制御ＥＣＵ２は、車両１に搭
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載されており、ＣＰＵ（Central　Processing　Unit）、ＲＯＭ（Read　Only　Memory）
、ＲＡＭ（Random　Access　Memory）、及び入出力インターフェイス等を含むコンピュー
タを主体として構成されている。車両制御ＥＣＵ２は、ＧＰＳ受信機３、ナビゲーション
システム４、車載カメラ５、ミリ波レーダ６、インフラ通信装置７、車速センサ８、加速
度センサ９、ブレーキ操作量センサ１０、アクセル操作量センサ１１、ＡＣＣスイッチ１
２、ＨＶシステム１３、ブレーキアクチュエータ１４、アクセルアクチュエータ１５、操
舵アクチュエータ１６に接続されている。また車両制御ＥＣＵ２は、目標走行経路情報取
得部２１と見通し距離算出部２２と上限速度設定部２３と速度パターン生成部２４と運転
支援部２５とを備えて構成されている。
【００１９】
　ＧＰＳ受信機３は、衛星測位システムの情報端末機であって、車両１の走行位置を取得
するために用いられるものである。ＧＰＳ受信機３は、取得した車両１の走行位置に関す
る走行位置情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２０】
　ナビゲーションシステム４は、地図情報を記憶する図示しない地図情報ＤＢを備えてお
り、地図情報ＤＢに記憶された地図情報に基づいて、入力された目的地までの経路を算出
し、図示しないディスプレイやスピーカなどを用いて経路案内を行うものである。また、
ナビゲーションシステム４は、車両１が現在走行している位置に関する走行位置情報や、
車両１の走行位置の近傍における地図情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。なお、地図情
報には、走行経路の道路幅、道路長、勾配、タイヤと路面との摩擦係数、法定速度などの
走行経路に関する情報が含まれる。また、走行経路がカーブを有する場合には、そのカー
ブの半径、曲率などに関する情報が含まれる。さらに、車両制御ＥＣＵ２において算出さ
れた見通し距離に関する見通し距離情報を、後述する速度パターン設定点の位置情報とと
もに記憶している。
【００２１】
　車載カメラ５は、例えば車両１の前部に設けられており、車両１が走行する道路の前方
における路面や周囲環境等を撮像する。車載カメラ５は、撮像した車両１前方の画像を前
方画像情報として車両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２２】
　ミリ波レーダ６は、例えば車両１の前面中央、車両１の後面中央に設けられており、ミ
リ波を利用して前方あるいは後方の物体を検出するレーダである。ミリ波レーダ６は、ミ
リ波を車両１から前方あるいは後方に向けて出射し、先行車や対向車、路側物などから反
射してきたミリ波を受信する。そして、ミリ波レーダ６は、出射から受信までの時間を計
測することによって車両１から先行車や対向車、路側物までの距離を算出する。ミリ波レ
ーダ６は、算出した車両１から先行車や対向車、路側物までの距離に関する距離情報を車
両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２３】
　インフラ通信装置７は、主要道路などに設けられた路側装置や基地局との間で双方向通
信を行う通信装置である。インフラ通信装置７は、路側装置や基地局との間における双方
向通信によって例えば見通し距離情報を取得する。インフラ通信装置７は、路側装置や基
地局から取得した見通し距離情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２４】
　車速センサ８は、例えば車両１の車輪部に設けられ、車輪の回転数を検出しており、検
出した車輪の回転数から走行状態の車速を算出する。車速センサ８は、算出した車速に基
づく車速情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。加速度センサ９は、例えば車両１の前部に
設けられており、車両１の前後加速度と横加速度を検出する。加速度センサ９は、各加速
度に基づく加速度情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２５】
　ブレーキ操作量センサ１０は、運転者により踏み込まれたブレーキペダルのストローク
量を検出するものである。ブレーキ操作量センサ１０は、検出したブレーキペダルのスト
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ローク量に関するブレーキ操作量情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２６】
　アクセル操作量センサ１１は、運転者により踏み込まれたアクセルペダルのストローク
量を検出するものである。アクセル操作量センサ１１は、検出したアクセルペダルのスト
ローク量に関するアクセル操作量情報を車両制御ＥＣＵ２に送信する。
【００２７】
　ＡＣＣスイッチ１２は、例えば車両１のステアリングに設けられており、運転者の操作
によって、ＡＣＣを行うか否かについてのＯＮ－ＯＦＦが可能とされている。ＡＣＣスイ
ッチ１２は、ＡＣＣがＯＮとなっているか否かに関するＡＣＣＯＮ－ＯＦＦ情報を車両制
御ＥＣＵ２に送信する。
【００２８】
　ＨＶシステム１３は、ガソリンエンジンと電動機とを使い分けて車両１の車輪を駆動さ
せるためのシステムである。ブレーキアクチュエータ１４は、車両１のブレーキの制動量
を制御するアクチュエータであり、車両制御ＥＣＵ２から出力される加減速度情報に基づ
いて、ブレーキの制動量を調整する。アクセルアクチュエータ１５は、車両１のスロット
ル開度を調整するアクチュエータであり、車両制御ＥＣＵ２から出力される加減速度情報
に基づいて、スロットル開度を調整する。操舵アクチュエータ１６は、車両１のステアリ
ングトルクを制御するアクチュエータであり、車両制御ＥＣＵ２から出力されるステアリ
ングトルク制御信号に基づいて、ステアリングトルクを調整する。
【００２９】
　引き続いて、第１実施形態の車両制御ＥＣＵ２の各機能について以下に説明を行う。
【００３０】
　目標走行経路情報取得部２１は、目標走行経路に関する情報である目標走行経路情報を
取得する目標走行経路情報取得手段として機能するものである。ここで目標走行経路とは
、車両１がこれから走行する走行経路を意味する。また目標走行経路情報とは、目標走行
経路の道路幅、道路長、勾配、タイヤと路面との摩擦係数、法定速度などの目標走行経路
に関する情報を意味する。目標走行経路がカーブを有する場合には、そのカーブの半径、
曲率などに関する情報も含まれる。目標走行経路情報取得部２１は、ナビゲーションシス
テム４から目標走行経路情報の全部又は一部を取得する。
【００３１】
　見通し距離算出部２２は、目標走行経路情報取得部２１が取得した目標走行経路情報に
基づいて進行方向の見通し距離ＬＡを算出する見通し距離算出手段として機能するもので
ある。見通し距離算出部２２が、見通し距離ＬＡを算出する方法の一例を具体的に説明す
る。見通し距離算出部２２は、目標走行経路情報取得部２１が取得した目標走行経路情報
に基づいて、目標走行経路の中心線を微少な長さに区切って、速度パターン設定点とする
。速度パターン設定点は、一定の距離（例えば１ｍ）毎に設定される。次に、見通し距離
算出部２２は、目標走行経路情報に基づいて、図２に示すような見通し線Ａを各速度パタ
ーン設定点毎に求める。
【００３２】
　見通し線Ａは、各速度パターン設定点と、各速度パターン設定点から車両１の進行方向
に見通すことのできる最も遠い目標走行経路の中心線の位置とを結ぶ線である。本実施形
態では、建造物などによりコーナーの出口まで見渡せないブラインドコーナーを想定して
いる。このため、見通し線Ａは、各速度パターン設定点を始点としてコーナーの内周に接
するように延伸した直線であって、目標走行経路の中心線との交点を終点とする。
【００３３】
　見通し距離算出部２２は、目標走行経路情報に基づいて、図２に示すような見通し距離
ＬＡを各速度パターン設定点毎に求める。見通し距離ＬＡは、目標走行経路の中心線上の
見通し線Ａの始点から終点までの距離である。ここで、カーブの中心線における半径をＲ
、道路幅をｗ、見通し線Ａの始点から終点までのカーブの旋回角をθとすると、見通し距
離ＬＡは、以下の式（１）で算出することができる。
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【数１】

【００３４】
　上限速度設定部２３は、見通し距離ＬＡに基づいて上限速度Ｖを設定する上限速度設定
手段として機能するものである。上限速度Ｖとは、各速度パターン設定点における見通し
距離ＬＡで、所定の減速度により停止できる最大の速度を意味する。上限速度設定部２３
が、上限速度Ｖを設定する方法の一例を具体的に説明する。上限速度設定部２３は、見通
し距離算出部２２によって算出された見通し距離ＬＡに基づいて各速度パターン設定点に
おける上限速度Ｖを算出し、設定する。例えば、車両１が減速度ｄで減速して走行してい
るとすると、上限速度Ｖは、以下の式（２）で算出することができる。
【数２】

【００３５】
　速度パターン生成部２４は、目標走行経路情報に基づいて速度パターンを生成する速度
パターン生成手段として機能するものである。速度パターン生成部２４は、例えば、目標
走行経路情報に含まれるタイヤと路面との摩擦係数、カーブの中心線での半径Ｒ、車両の
仕様等に基づき、各速度パターン設定点での最高速度を算出する。具体的に説明をすると
、速度パターン生成部２４は、例えば摩擦係数と半径Ｒとから各速度パターン設定点での
最高速度を算出し、その最高速度が車両の仕様（例えば、上限加速度）を満たしているか
否かを判定する。仕様を満たしていない場合は、仕様を満たすように各速度パターン設定
点での最高速度を修正する。
【００３６】
　次に、速度パターン生成部２４は、各速度パターン設定点において上限速度設定部２３
によって算出された上限速度Ｖと速度パターン生成部２４が算出した最高速度とを比較し
、いずれか低い方を設定速度とする。速度パターン生成部２４は、各速度パターン設定点
における設定速度を結ぶことにより速度パターンＰ１を生成する。そして、速度パターン
生成部２４は、速度パターンＰ１のうち上限速度Ｖに沿って走行する区間を抽出する。例
えば、図３に示した速度パターンＰ１において、区間Ｓが上限速度Ｖに沿って走行する区
間である。
【００３７】
　速度パターン生成部２４は、速度パターンＰ１のうち当該区間Ｓの速度パターンを、フ
リーラン減速走行パターンと、高効率加速走行パターンとを組み合わせた修正速度パター
ンＰ２に変更し、低燃費速度パターンを生成する。なお、高効率加速とは、エンジン熱効
率が最大となる加速を意味し、フリーラン減速とは、無回生無加速走行での減速を意味し
、エンジン及びモータによる加速がなく、且つ、モータによる回生が作動しない状態であ
る。高効率加速（例えば、５０ｋＷ）、フリーラン減速（例えば、－０．０２Ｇ）は、予
め速度パターン生成部２４に設定されている。また、修正速度パターンＰ２は、上限速度
Ｖを超えない速度パターンであって、フリーラン減速走行パターンと、高効率加速走行パ
ターンとで波状走行パターンを形成したものである。
【００３８】
　運転支援部２５は、運転者の運転支援を行う運転支援手段として機能するものである。
運転支援部２５は、速度パターン生成部２４によって生成された低燃費速度パターンに従
って、運転支援を行う。運転支援部２５は、例えば、ＡＣＣがＯＮとなっていることを示
すＡＣＣＯＮ－ＯＦＦ情報をＡＣＣスイッチ１２から受信した場合、速度パターン生成部
２４によって生成された低燃費速度パターンに従って、ブレーキアクチュエータ１４、ア
クセルアクチュエータ１５に加減速度情報を出力し、自動速度制御を行ってもよい。



(8) JP 5522005 B2 2014.6.18

10

20

30

40

50

【００３９】
　また、運転支援部２５は、上限速度設定部２３によって設定された上限速度を超える車
速で車両１が走行している時に、運転者がアクセルペダルを操作して加速要求を行った場
合に、通常の加速要求よりも弱く（通常の加速要求に対して３０％減）出力してもよい。
また、運転支援部２５は、上限速度設定部２３によって設定された上限速度を超える車速
で車両１が走行している時に、運転者がブレーキペダルを操作して減速要求を行った場合
に、通常の減速要求よりも強く（通常の減速要求に対して３０％増）出力してもよい。
【００４０】
　続いて、図４のフローチャートを用いて、第１実施形態に係る車両制御ＥＣＵ２におけ
る低燃費速度パターンの生成、変更処理の手順について説明する。さらに、図５のフロー
チャートを用いて、第１実施形態に係る車両制御ＥＣＵ２における低燃費速度パターンに
基づく運転支援処理の手順について説明する。この処理は、車両制御ＥＣＵ２に予め設定
された周期で繰り返し実施される。
【００４１】
　まず、目標走行経路情報取得部２１は、ナビゲーションシステム４から目標走行経路情
報を取得する（Ｓ１）。次に、見通し距離算出部２２は、目標走行経路情報取得部２１が
取得した目標走行経路情報に、道路幅に関する情報が含まれているか否かを判定する（Ｓ
２）。この判定において、道路幅に関する情報が含まれていないと判定された場合、見通
し距離算出部２２は、予め設定された規定値（例えば、４ｍ）を道路幅として採用する（
Ｓ３）。一方、Ｓ２の判定において、道路幅に関する情報が含まれていると判定された場
合には、見通し距離算出部２２は、その道路幅に関する情報が示す道路幅を採用する（Ｓ
４）。
【００４２】
　次に、見通し距離算出部２２は、目標走行経路上に速度パターン設定点を設定する（Ｓ
５）。速度パターン設定点は、例えば１ｍ毎に設定される。次に、見通し距離算出部２２
は、目標走行経路情報取得部２１が取得した目標走行経路情報に基づいて、目標走行経路
が一定のカーブ半径を有するか否かを判定する（Ｓ６）。この判定において、目標走行経
路が一定のカーブ半径を有しないと判定された場合、見通し距離算出部２２は、各速度パ
ターン設定点における見通し距離ＬＡを幾何学的に算出する（Ｓ７）。例えば、速度パタ
ーン設定点を始点として、進行方向の道路内に引いた直線のうち最長のものを選択し、当
該直線と目標走行経路の中心線との交点のうち、始点から最も遠いものを終点とする。見
通し距離算出部２２は、ナビゲーションシステム４から取得した目標走行経路情報に基づ
いて始点から終点までの見通し距離ＬＡを算出する。
【００４３】
　Ｓ６の判定において、目標走行経路が一定のカーブ半径を有すると判定された場合、見
通し距離算出部２２は、上記した式（１）を用いて、各速度パターン設定点における見通
し距離ＬＡを算出する（Ｓ８）。そして、上限速度設定部２３は、上記した式（２）を用
いて、見通し距離算出部２２が算出した見通し距離ＬＡに応じた上限速度Ｖを算出し、設
定する（Ｓ９）。Ｓ９において、上限速度設定部２３は、減速度ｄを回生内減速（例えば
、－０．２Ｇ）として上限速度Ｖを算出する。次に、速度パターン生成部２４は、速度パ
ターン生成のための加速度をエンジン熱効率が最大となる加速度に、速度パターン生成の
ための減速度をフリーラン（無回生無加速走行）での減速度にそれぞれ設定する（Ｓ１０
）。
【００４４】
　続いて、速度パターン生成部２４は、目標走行経路情報に含まれるタイヤと路面との摩
擦係数、カーブの中心線での半径Ｒ、車両の仕様等に基づき、各速度パターン設定点での
最高速度を算出する。次に、速度パターン生成部２４は、各速度パターン設定点において
上限速度設定部２３によって算出された上限速度Ｖと速度パターン生成部２４が算出した
最高速度とを比較し、いずれか低い方を設定速度とする。速度パターン生成部２４は、各
速度パターン設定点における設定速度を結ぶことにより速度パターンＰ１を生成する（Ｓ
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１１）。
【００４５】
　速度パターン生成部２４は、生成した速度パターンＰ１のうち上限速度Ｖに沿った駆動
力を有する区間Ｓを抽出する。そして、当該区間Ｓを、上限速度Ｖに沿った駆動力に代え
て、図３に示すようにフリーラン減速走行パターンと、高効率加速走行パターンとの組み
合わせからなる修正速度パターンＰ２に変更する（Ｓ１２）。Ｓ１２において、修正速度
パターンＰ２は、上限速度Ｖを超えないように、フリーラン減速走行パターンと、高効率
加速走行パターンとを繰り返す波状走行パターンである。
【００４６】
　次に、上限速度設定部２３は、速度パターン生成部２４によって生成、変更された速度
パターンから加速区間を抽出する。そして、上限速度設定部２３は、当該加速区間につい
て、減速度ｄを回生内減速度（－０．２Ｇ）よりも低い減速度であるエンジンブレーキ相
当の－０．０５Ｇに変更し、上記した式（２）を用いて上限速度Ｖの再計算を行う（Ｓ１
３）。そして、速度パターン生成部２４は、Ｓ１２で変更した速度パターンと再計算した
上限速度Ｖとを比較し、Ｓ１２と同様にして速度パターンを変更する（Ｓ１４）。以上の
処理により、低燃費速度パターンが生成される。
【００４７】
　引き続いて、運転支援部２５は、ＡＣＣモードであるか否かを判定する（Ｓ１５）。運
転支援部２５は、ＡＣＣスイッチ１２から送信されたＡＣＣＯＮ－ＯＦＦ情報に基づいて
、ＡＣＣモードであるか否かの判定を行う。ＡＣＣモードであると判定されると、運転支
援部２５は、速度パターン生成部２４によって生成された低燃費速度パターンに従って、
車両１の速度のフィードバック制御を行う（Ｓ１６）。すなわち、運転支援部２５は、当
該速度パターンに従って、ブレーキアクチュエータ１４、アクセルアクチュエータ１５に
対して加減速度情報を出力することで、車両１の速度の自動調整を行う。
【００４８】
　一方、Ｓ１５の判定においてＡＣＣモードでないと判定されると、運転支援部２５は、
上限速度設定部２３によって設定された上限速度Ｖより高い車速で車両１が走行している
か否かを判定する（Ｓ１７）。車両１が上限速度Ｖより高速で走行していない場合には、
車両制御ＥＣＵ２の処理を終了する。一方、Ｓ１７の判定において、車両１が上限速度よ
り高速で走行していると判定された場合、運転支援部２５は、運転者がアクセルペダルを
操作して加速要求を行ったか否かを判定する（Ｓ１８）。
【００４９】
　加速要求が行われたと判定された場合、操作支援部２５は、駆動力の制限を行う（Ｓ１
９）。運転支援部２５は、例えば、アクセルペダルのストローク量に対して、通常よりも
小さな加速を行う。次に、運転支援部２５は、運転者がブレーキペダルを操作する等して
減速要求を行ったか否かを判定する（Ｓ２０）。減速要求が行われたと判定された場合、
運転支援部２５は、減速力を増幅し（Ｓ２１）、車両制御ＥＣＵ２の処理を終了する。運
転支援部２５は、例えば、ブレーキペダルのストローク量に対して、通常よりも大きな減
速を行う。一方、Ｓ２０の判定において減速要求が行われなかったと判定された場合、車
両制御ＥＣＵ２の処理を終了する。
【００５０】
　このように、第１実施形態の車両制御ＥＣＵ２によれば、算出した見通し距離に基づい
て上限速度を設定し、上限速度に基づいて速度パターンを生成することにより、強い減速
を行うことなく見通し距離の範囲内で停止できる。このため、ブラインドコーナーのよう
な見通しの悪い走行経路において突然障害物を認識したとしても、急な減速が不要となる
。その結果、車両の燃費向上を実現することが可能となる。また、燃費効率の悪い上限速
度Ｖに沿った走行区間を、フリーラン減速走行パターンと高効率加速走行パターンとの組
み合わせに変更することで、より最適な低燃費速度パターンとすることができる。
【００５１】
　（第２実施形態）
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　図６に、第２実施形態の車両制御ＥＣＵ２Ａ（車両制御装置）を備える車両１Ａの構成
概略図を示す。第１実施形態の車両１と比較すると、車両１Ａは、車両制御ＥＣＵ２に代
えて車両制御ＥＣＵ２Ａを備える点が異なる。第１実施形態の車両制御ＥＣＵ２と比較す
ると、車両制御ＥＣＵ２Ａは、前方環境認識部２６と見通し距離情報送受信部２７と見通
し距離補正部２８とをさらに含んで構成され、目標走行経路情報取得部２１、見通し距離
算出部２２、上限速度設定部２３、速度パターン生成部２４に代えて、目標走行経路情報
取得部２１Ａ、見通し距離算出部２２Ａ、上限速度設定部２３Ａ、速度パターン生成部２
４Ａを備える点が異なる。
【００５２】
　目標走行経路情報取得部２１Ａは、目標走行経路に関する情報である目標走行経路情報
を取得する目標走行経路情報取得手段として機能するものである。第１実施形態における
目標走行経路情報取得部２１は、ナビゲーションシステム４から目標走行経路情報を取得
していたが、目標走行経路情報取得部２１Ａは、ナビゲーションシステム４に加えて、後
述する前方環境認識部２６から目標走行経路情報を取得する。
【００５３】
　見通し距離算出部２２Ａは、目標走行経路情報取得部２１Ａが取得した目標走行経路情
報に基づいて見通し距離を算出する見通し距離算出手段として機能するものである。見通
し距離算出部２２Ａが、見通し距離を算出する方法の一例を具体的に説明する。見通し距
離算出部２２Ａは、目標走行経路情報取得部２１Ａが取得した目標走行経路情報に基づい
て、目標走行経路の自車線エリアの中心線を微少な長さに区切って、速度パターン設定点
とする。見通し距離算出部２２Ａは、見通し距離算出部２２と同様の処理を行って、図７
に示すように各速度パターン設定点における自車線エリア見通し線Ｂを決定し、自車線エ
リア見通し距離ＬＢを算出する。なお、自車線エリア見通し線Ｂは、各速度パターン設定
点を始点とし、各速度パターン設定点から自車線エリアのみを通して見渡すことのできる
最も遠い目標走行経路の自車線エリアの中心線の位置を終点とする直線である。
【００５４】
　見通し距離算出部２２Ａは、図７に示すように各速度パターン設定点における全エリア
見通し線Ｃを決定する。本実施形態では、建造物Ｄなどによりコーナーの出口まで見渡せ
ないブラインドコーナーを想定している。このため、全エリア見通し線Ｃは、各速度パタ
ーン設定点を始点とし、自車が走行している自車線エリアだけでなく全てのエリアを介し
て各速度パターン設定点から見渡すことのできる最も遠い目標走行経路の自車線エリアの
中心線の位置を終点とする直線である。全エリア見通し線Ｃの終点は、後述する前方環境
認識部２６が各速度パターン設定点において行った認識結果に基づいて決定される。
【００５５】
　見通し距離算出部２２Ａは、例えば、前方環境認識部２６が認識した白線のうち、車両
１Ａの進行方向において最も遠い白線の位置を抽出する。そして、見通し距離算出部２２
Ａは、当該白線に最も近い自車線エリアの中心線の位置を全エリア見通し線Ｃの終点とす
る。このほか、見通し距離算出部２２Ａは、前方環境認識部２６が認識した他物体のうち
、車両１Ａの進行方向において最も遠い他物体の位置を抽出する。そして、見通し距離算
出部２２Ａは、当該他物体に最も近い自車線エリアの中心線の位置を全エリア見通し線Ｃ
の終点としてもよい。
【００５６】
　見通し距離算出部２２Ａは、目標走行経路情報に基づいて、図７に示すような全エリア
見通し距離ＬＣを各速度パターン設定点毎に求める。全エリア見通し距離ＬＣは、目標走
行経路の自車線エリアの中心線上における全エリア見通し線Ｃの始点から終点までの距離
である。ここで、カーブの中心線における半径をＲ、道路幅をｗ、全エリア見通し線Ｃの
始点から終点まで直線距離をｘとすると、全エリア見通し距離ＬＣは、以下の式（３）で
算出することができる。
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【数３】

【００５７】
　このほか、車両１Ａから前方環境認識部２６が認識した先行車、対向車、路側物等の他
物体までの間には、遮蔽物が存在しないものと仮定し、全エリア見通し距離ＬＣを算出し
ても良い。また、ミリ波レーダ６により送信された距離情報が示す他物体までの距離を、
全エリア見通し距離ＬＣとしてもよい。
【００５８】
　見通し距離算出部２２Ａは、全エリア見通し距離ＬＣに関する見通し距離情報を速度パ
ターン設定点の位置情報とともにナビゲーションシステム４の地図情報ＤＢに登録する。
見通し距離算出部２２Ａは、算出した全エリア見通し距離ＬＣと地図情報ＤＢに登録され
た見通し距離ＬＭとを比較して、全エリア見通し距離ＬＣの方が長ければ、全エリア見通
し距離ＬＣを見通し距離ＬＭとして地図情報ＤＢに登録する。一方、全エリア見通し距離
ＬＣの方が短い場合には、駐車車両などの一時的な遮蔽物により全エリア見通し距離ＬＣ

が短くなっているものと判断し、基本的には更新を行わない。ただし、複数回連続して全
エリア見通し距離ＬＣの方が短いと判定された場合には、恒久的に存在する遮蔽物が新た
に建設されたものと判断し、全エリア見通し距離ＬＣを見通し距離ＬＭとして地図情報Ｄ
Ｂに登録する。
【００５９】
　上限速度設定部２３Ａは、自車線エリア見通し距離ＬＢ、後述する見通し距離補正部２
８によって調整された補正見通し距離ＬＲに基づいてそれぞれ上限速度ＶＢ、ＶＲを設定
する上限速度設定手段として機能するものである。上限速度ＶＢ、ＶＲは、式（２）にお
いて見通し距離ＬＡを、自車線エリア見通し距離ＬＢ、補正見通し距離ＬＲとすることで
算出する。
【００６０】
　速度パターン生成部２４Ａは、上限速度ＶＢ、ＶＲに基づいて対向車ありの速度パター
ン及び対向車なしの速度パターンを生成する速度パターン生成手段として機能するもので
ある。速度パターン生成部２４Ａは、対向車線エリアを見通すことなく、自車が走行する
自車線エリアのみで見通すことができる場合の速度パターンを生成する。この速度パター
ンを対向車ありの速度パターンという。また、速度パターン生成部２４Ａは、対向車が走
行する対向車線エリア等を見通すことができる場合の速度パターンを生成する。この速度
パターンを対向車なしの速度パターンという。対向車ありの速度パターン、及び、対向車
なしの速度パターンは、それぞれ上限速度ＶＢ、ＶＲに基づいて第１実施形態の低燃費速
度パターンと同様にして生成される。
【００６１】
　速度パターン生成部２４Ａは、目標走行経路が左カーブである場合、及び、目標走行経
路が右カーブであって対向車が存在しない場合に、対向車なしの速度パターンを運転支援
部２５に供給する。また、速度パターン生成部２４Ａは、目標走行経路が右カーブであっ
て対向車が存在する場合に、対向車ありの速度パターンを運転支援部２５に供給する。
【００６２】
　前方環境認識部２６は、車載カメラ５やミリ波レーダ６により取得した情報に基づいて
、前方環境を認識する前方環境認識手段として機能するものである。前方環境認識部２６
は、例えば、車載カメラ５から受信した前方画像情報を解析し、走行経路の両側等に存在
する白線の位置座標を検出する。前方環境認識部２６は、例えば、車載カメラ５から受信
した前方画像情報を解析し、先行車や対向車、路側物等の他物体の存在を認識し、他物体
までの距離や他物体の位置座標を算出してもよい。あるいは、前方環境認識部２６は、ミ
リ波レーダ６により先行車や対向車、路側物までの距離を算出してもよい。前方環境認識
部２６は、認識した白線や他物体の位置座標等を目標走行経路情報として目標走行経路情
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報取得部２１Ａに送信する。
【００６３】
　見通し距離情報送受信部２７は、見通し距離算出部２２Ａによって算出された全エリア
見通し距離ＬＣに関する情報を見通し距離情報としてテレマティクス集計センターに送信
し、テレマティクス集計センターから全エリア見通し距離ＬＣに関する見通し距離情報を
受信する見通し距離情報送受信手段として機能するものである。見通し距離情報送受信部
２７は、インフラ通信装置７を介してテレマティクス集計センターとの間で見通し距離情
報の送受信を行う。テレマティクス集計センターは、ブラインドコーナーの速度パターン
設定点における見通し距離情報を各車両から取得し蓄積している。第２実施形態の車両１
Ａは、テレマティクス集計センターに見通し距離情報を送信し、テレマティクス集計セン
ターから見通し距離情報を取得することで、見通し距離情報を他車両との間で共有してい
る。これにより、車両１Ａは、他車両において算出された見通し距離情報を利用すること
ができる。
【００６４】
　見通し距離補正部２８は、地図情報ＤＢに登録された見通し距離ＬＭの調整を進行方向
の見通しが得られるエリアである見通しエリアに応じて行う見通し距離補正手段として機
能するものである。見通しエリアとは、見通し線が通過するエリアのうち車両１Ａが走行
している車線から最も遠いエリアを意味する。走行経路及びその周辺部は、自車が走行す
る自車線エリア、対向車が走行する対向車線エリア、自車の走行方向に対して左側の歩道
帯が存在するエリアである左歩道帯エリア、自車の走行方向に対して右側の歩道帯が存在
するエリアである右歩道帯エリア、自車の走行方向に対して左側の建造物等が存在するエ
リアである左建造物エリア、自車の走行方向に対して右側の建造物等が存在するエリアで
ある右建造物エリアに区分される。例えば、図７の全エリア見通し線Ｃは、自車線エリア
、対向車線エリア、右歩道帯エリア、右建造物エリアを通過していることから、図７の全
エリア見通し線Ｃの見通しエリアは、右建造物エリアである。
【００６５】
　見通し距離補正部２８は、例えば、見通しエリアが自車線エリアの場合、見通し距離Ｌ

Ｍを補正見通し距離ＬＲとする。見通し距離補正部２８は、例えば、見通しエリアが左歩
道帯エリアの場合、見通し距離ＬＭの９０％を補正見通し距離ＬＲとする。見通し距離補
正部２８は、例えば、見通しエリアが左建造物エリアの場合、見通し距離ＬＭの８０％を
補正見通し距離ＬＲとする。見通し距離補正部２８は、例えば、見通しエリアが対向車線
エリアの場合、見通し距離ＬＭの７０％を補正見通し距離ＬＲとする。見通し距離補正部
２８は、例えば、見通しエリアが右歩道帯エリアの場合、見通し距離ＬＭの６０％を補正
見通し距離ＬＲとする。見通し距離補正部２８は、例えば、見通しエリアが右建造物エリ
アの場合、見通し距離ＬＭの５０％を補正見通し距離ＬＲとする。
【００６６】
　対向車線エリア、右歩道帯エリア、右建造物エリアは、対向車線にトラックなどの大き
な車両が走行することで、見通しが得られない可能性がある。このように見通し距離の変
動要素（遮蔽要素）が存在する場合には、見通し距離補正部２８は、変動要素の影響の度
合い（遮蔽要素の発生確率）に応じて見通し距離の補正を行う。自車線エリアは安定した
見通しが得られるが、自車線エリアから離れるほど遮蔽される可能性が高くなるため、見
通し距離を減少する補正を行っている。なお、自車線エリア見通し距離ＬＢは、見通しエ
リアが自車線エリアであるため、補正を行わない。
【００６７】
　その他の構成については、第１実施形態の車両制御ＥＣＵ２と同様であるので、その説
明を省略する。
【００６８】
　続いて、図８のフローチャートを用いて、第２実施形態に係る車両制御ＥＣＵ２Ａにお
ける処理手順について説明する。
【００６９】
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　まず、見通し距離算出部２２Ａは、自車線エリア見通し距離ＬＢの算出を行う（Ｓ３１
）。この自車線エリア見通し距離ＬＢの算出は、図４のＳ１～Ｓ８と同様の処理により行
われる。次に、見通し距離算出部２２Ａは、見通し距離ＬＭの更新処理を行う（Ｓ３２）
。
【００７０】
　図９のフローチャートを用いて、第２実施形態に係る車両制御ＥＣＵ２Ａにおける見通
し距離ＬＭの更新処理の一例について説明する。なお、車両制御ＥＣＵ２Ａにおいて、見
通し距離ＬＭの登録処理が行われていない場合には、自車線エリア見通し距離ＬＢが見通
し距離ＬＭとして登録されるものとする。また、見通し距離ＬＭの登録は、ナビゲーショ
ンシステム４の地図情報ＤＢに各速度パターン設定点の位置情報と共に格納することによ
って行うものとする。
【００７１】
　まず、車両１Ａの前方に車載カメラ５が存在するか否かが判定される。前方に車載カメ
ラ５が存在しないと判定された場合、見通し距離ＬＭの更新処理を終了する。一方、前方
に車載カメラ５が存在すると判定された場合、前方環境認識部２６は、当該車載カメラ５
から受信した前方画像情報を解析し、走行経路の両側等に存在する白線の位置座標を検出
する（Ｓ４２）。次に、前方環境認識部２６は、検出した白線の位置座標に関する情報を
目標走行経路情報として目標走行経路情報取得部２１Ａに送信する。
【００７２】
　次に、見通し距離算出部２２Ａは、目標走行経路情報に基づいて前方環境認識部２６が
認識した白線のうち、車両１Ａの進行方向において車両１Ａから最も遠い白線の位置を抽
出する。そして、見通し距離算出部２２Ａは、車両１Ａの現在位置を全エリア見通し線Ｃ
の始点とし、抽出した白線の位置に最も近い自車線エリアの中心線の位置を全エリア見通
し線Ｃの終点とする（Ｓ４３）。
【００７３】
　次に、見通し距離算出部２２Ａは、上記した式（３）を用いて、前方画像を撮像した際
の車両１Ａの位置における全エリア見通し距離ＬＣを算出する（Ｓ４４）。続いて見通し
距離算出部２２Ａは、全エリア見通し距離ＬＣが、地図情報ＤＢに現在登録されている見
通し距離ＬＭよりも短いか否かを判定する（Ｓ４５）。全エリア見通し距離ＬＣが見通し
距離ＬＭ以上と判定された場合、見通し距離算出部２２Ａは、全エリア見通し距離ＬＣで
見通し距離ＬＭを更新して（Ｓ４６）、見通し距離ＬＭの更新処理を終了する。
【００７４】
　一方、Ｓ４５の判定において、見通し距離ＬＭより全エリア見通し距離ＬＣが短いと判
定された場合、見通し距離算出部２２Ａは、見通し距離ＬＭより全エリア見通し距離ＬＣ

が短いと連続して判定された回数をカウンタ等によりカウントする。そして、見通し距離
算出部２２Ａは、見通し距離ＬＭより全エリア見通し距離ＬＣが短いと連続して判定され
た回数が、予め設定された回数を超えたか否かを判定する（Ｓ４７）。当該回数が予め設
定された回数を超えた場合、見通し距離算出部２２Ａは、全エリア見通し距離ＬＣで見通
し距離ＬＭを更新して（Ｓ４６）、見通し距離ＬＭの更新処理を終了する。一方、Ｓ４７
の判定において、見通し距離ＬＭより全エリア見通し距離ＬＣが短いと連続して判定され
た回数が予め設定された回数を超えない場合は、見通し距離ＬＭの更新処理を終了する。
【００７５】
　ナビゲーションシステム４から取得した目標走行経路情報は、現状の道路の形状等に関
する情報が含まれるものの、比較的小さい建造物等の遮蔽物の情報までは含まれていない
ことがある。また、ブラインドコーナー付近に新しく建設された建造物の情報は反映され
ていないことがある。このように、ナビゲーションシステム４から取得できる目標走行経
路情報には限界がある。第２実施形態に係る車両制御ＥＣＵ２Ａは、車載カメラ５やミリ
波レーダ６により走行中に取得した情報に基づいて、全エリア見通し距離ＬＣを算出する
ことで、ナビゲーションシステム４の目標走行経路情報に基づいて算出した自車線エリア
見通し距離ＬＢの更新を行うことができる。その結果、より正確な見通し距離に基づいて
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低燃費速度パターンを生成することが可能となる。
【００７６】
　図８の説明に戻って、見通し距離情報送受信部２７は、見通し距離算出部２２Ａによっ
て登録、更新された見通し距離ＬＭに関する見通し距離情報をテレマティクス集計センタ
ーに送信する。そして、見通し距離情報送受信部２７は、テレマティクス集計センターか
ら見通し距離情報を取得する（Ｓ３３）。次に、見通し距離補正部２８は、見通しエリア
に応じて見通し距離ＬＭの調整を行う（Ｓ３４）。
【００７７】
　図１０のフローチャートを用いて、第２実施形態に係る車両制御ＥＣＵ２Ａにおける見
通し距離ＬＭの補正処理の一例について説明する。
【００７８】
　まず、見通し距離補正部２８は、見通し距離ＬＭに対応する見通し線の始点（各速度パ
ターン設定点）と終点（各速度パターン設定点における見通し可能な最遠方点）の位置座
標に基づいて、見通し線が通過するエリアを検出する。見通し線が通過するエリアのうち
自車線エリアから最も離れたエリアである見通しエリアを抽出する。見通し距離補正部２
８は、見通しエリアが自車線エリアであるか否かを判定する（Ｓ５１）。自車線エリアで
あれば、見通し距離ＬＭを補正見通し距離ＬＲとして、見通し距離ＬＭの補正処理を終了
する。
【００７９】
　一方、Ｓ５１の判定において、見通しエリアが自車線エリアでないと判定された場合、
見通し距離補正部２８は、ナビゲーションシステム４から取得した目標走行経路情報に基
づいて、目標走行経路が左カーブであるか否か判定する（Ｓ５２）。左カーブであると判
定された場合、見通し距離補正部２８は、見通しエリアが左歩行帯エリアであるか否かを
判定する（Ｓ５３）。見通しエリアが左歩行帯エリアであると判定された場合、見通し距
離補正部２８は、見通し距離ＬＭの９０％を補正見通し距離ＬＲとして（Ｓ５４）、見通
し距離ＬＭの補正処理を終了する。一方、Ｓ５３の判定において、見通しエリアが左歩行
帯エリアでないと判定された場合、すなわち、見通しエリアが左建造物エリアであると判
定された場合、見通し距離補正部２８は、見通し距離ＬＭの８０％を補正見通し距離ＬＲ

として（Ｓ５５）、見通し距離ＬＭの補正処理を終了する。
【００８０】
　Ｓ５２の判定において、目標走行経路が右カーブであると判定された場合、見通し距離
補正部２８は、見通しエリアが対向車線エリアであるか否かを判定する（Ｓ５６）。対向
車線エリアと判定された場合、見通し距離補正部２８は、見通し距離ＬＭの７０％を補正
見通し距離ＬＲとして（Ｓ５７）、見通し距離ＬＭの補正処理を終了する。一方、Ｓ５６
の判定において、見通しエリアが対向車線でないと判定された場合、見通し距離補正部２
８は、見通しエリアが右歩行帯エリアであるか否かを判定する（Ｓ５８）。
【００８１】
　右歩行帯エリアであると判定された場合、見通し距離補正部２８は、見通し距離ＬＭの
６０％を補正見通し距離ＬＲとして（Ｓ５９）、見通し距離ＬＭの補正処理を終了する。
一方、Ｓ５８の判定において、見通しエリアが右歩行帯エリアでないと判定された場合、
すなわち、見通しエリアが右建造物エリアであると判定された場合、見通し距離補正部２
８は、見通し距離ＬＭの５０％を補正見通し距離ＬＲとして（Ｓ６０）、見通し距離ＬＭ

の補正処理を終了する。
【００８２】
　図８の説明に戻って、速度パターン生成部２４Ａは、対向車なしの速度パターンを生成
する（Ｓ３５）。対向車なしの速度パターンの生成は、図４のＳ９～Ｓ１４と同様の処理
により行われる。なお、Ｓ９において、式（２）の見通し距離ＬＡを、補正見通し距離Ｌ

Ｒとすることで上限速度ＶＲを算出する。また、Ｓ１３において、上限速度設定部２３Ａ
は、速度パターンから高効率加速区間とフリーラン減速区間を抽出する。そして、見通し
エリアが、自車線エリア又は対向車線エリアの場合、上限速度設定部２３は、当該高効率
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加速区間について、減速度ｄをエンジンブレーキ相当の－０．０５Ｇに変更し、フリーラ
ン減速区間について、減速度ｄを回生内減速度の－０．２Ｇに変更して、上記した式（２
）により上限速度ＶＲの再計算を行う。
【００８３】
　見通しエリアが、右歩行帯エリア、右建造物エリア、左歩行帯エリア、左建造物エリア
のいずれかの場合、上限速度設定部２３は、高効率加速区間について、減速度ｄをフリー
ラン減速相当の－０．０２Ｇに変更し、フリーラン減速区間について、減速度ｄをエンジ
ンブレーキ相当の－０．０５Ｇに変更して、上記した式（２）により上限速度ＶＲの再計
算を行う。
【００８４】
　次に、速度パターン生成部２４Ａは、目標走行経路情報に基づいて、目標走行経路が右
カーブであるか否かを判定する（Ｓ３６）。左カーブであると判定された場合、速度パタ
ーン生成部２４Ａは、対向車なしの速度パターンを運転支援部２５に供給する。そして運
転支援部２５は対向車なしの速度パターンに基づいて運転支援を行う（Ｓ３７）。
【００８５】
　一方、Ｓ３６の判定において右カーブであると判定された場合、前方環境認識部２６に
より対向車が存在するか否かを判定する（Ｓ３８）。対向車が存在しないと判定された場
合、速度パターン生成部２４Ａは、対向車なしの速度パターンを運転支援部２５に供給す
る。そして運転支援部２５は対向車なしの速度パターンに基づいて運転支援を行う（Ｓ３
７）。Ｓ３８の判定において対向車が存在すると判定された場合、速度パターン生成部２
４Ａは、対向車ありの速度パターンを生成する（Ｓ３９）。
【００８６】
　対向車ありの速度パターンの生成は、図４のＳ９～Ｓ１４と同様の処理により行われる
。なお、Ｓ９において、式（２）の見通し距離ＬＡを、自車線エリア見通し距離ＬＢとす
ることで上限速度ＶＢを算出する。また、Ｓ１３において、上限速度設定部２３Ａは、速
度パターンから高効率加速区間とフリーラン減速区間を抽出する。そして、上限速度設定
部２３は、当該高効率加速区間について、減速度ｄをエンジンブレーキ相当の－０．０５
Ｇに変更し、フリーラン減速区間について、減速度ｄを回生内減速度の－０．２Ｇに変更
して、上記した式（２）により上限速度ＶＢの再計算を行う。
【００８７】
　速度パターン生成部２４Ａは、対向車ありの速度パターンを運転支援部２５に供給する
。そして、運転支援部２５は、対向車ありの速度パターンで運転支援を行う（Ｓ４０）。
【００８８】
　このように、第２実施形態の車両制御ＥＣＵ２Ａによれば、車載カメラ５やミリ波レー
ダ６により走行中に取得した情報に基づいて、全エリア見通し距離ＬＣを算出することで
、地図情報ＤＢに登録された見通し距離ＬＭの更新を行うことができる。その結果、より
正確な見通し距離に基づいて低燃費速度パターンを生成することが可能となる。
【００８９】
　また、第２実施形態の車両制御ＥＣＵ２Ａによれば、見通しエリアがどのエリアに属す
るかに応じて、見通し距離ＬＭの補正を行うことで、対向車により見通しが得られないと
いった見通し距離ＬＭの変動要因に応じた見通し距離とすることができる。このため、見
通し距離ＬＭの変動要因に応じた低燃費速度パターンを生成することができ、ブラインド
コーナーのような見通しの悪い走行経路において突然障害物を認識したとしても、急な減
速が不要となる。
【００９０】
　また、第２実施形態の車両制御ＥＣＵ２Ａによれば、対向車が存在することにより対向
車線が見通せない場合に、自車線エリア見通し距離ＬＢに基づいて生成された低燃費速度
パターンとすることで、突然障害物を認識したとしても、急な減速が不要となる。その結
果、車両の燃費向上を実現することが可能となる。また、対向車が存在しない場合に、補
正見通し距離ＬＲに基づいて生成された低燃費速度パターンとすることで、必要以上に速
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【００９１】
　なお、上記第１及び第２実施形態は本発明に係る車両制御装置の最良な実施形態を説明
したものであり、本発明に係る車両制御装置は上記第１及び第２実施形態に記載したもの
に限定されるものではない。本発明に係る車両制御装置は、各請求項に記載した要旨を変
更しないように実施形態に係る車両制御装置を変形し、又は他のものに適用したものであ
ってもよい。例えば車両制御装置は、上記第１及び第２実施形態を適宜組み合わせ、上述
の処理のうち所望の処理を実施するように構成されてもよい。また、車両制御装置は、上
記第１及び第２実施形態において示したすべての構成要素を備える必要はなく、その処理
内容に応じて最低限必要な構成要素のみを備える構成としてもよい。
【００９２】
　例えば、第１実施形態において、車両１は、車載カメラ５、レーダ６、インフラ通信装
置７、車速センサ８、加速度センサ９、操舵アクチュエータ１６等の一部又は全部を有す
る必要はない。また、第１及び第２実施形態において、ＡＣＣモードを使用しないのであ
れば、車両１、車両１Ａは、ＡＣＣスイッチ１２を有する必要はない。また、本発明に係
る車両制御装置は、ＨＶ車に限定されるものではなく、ＡＴ車やＣＶＴ車にも適用可能で
ある。
【００９３】
　また、第２実施形態において、車両１Ａの前方に搭載された車載カメラ５だけでなく、
車両１Ａの後方に搭載された車載カメラ５、車両１Ａの後方に搭載されたミリ波レーダ６
により取得された情報に基づいて、進行方向と反対方向の見通し距離ＬＣを算出し、当該
方向における見通し距離ＬＭの更新を行ってもよい。
【符号の説明】
【００９４】
１，１Ａ…車両、２，２Ａ…車両制御ＥＣＵ、３…ＧＰＳ受信機、４…ナビゲーションシ
ステム、５…車載カメラ、６…ミリ波レーダ、７…インフラ通信装置、８…車速センサ、
９…加速度センサ、１０…ブレーキ操作量センサ、１１…アクセル操作量センサ、１２…
ＡＣＣスイッチ、１３…ＨＶシステム、１４…ブレーキアクチュエータ、１５…アクセル
アクチュエータ、１６…操舵アクチュエータ、２１，２１Ａ…目標走行経路情報取得部、
２２，２２Ａ…見通し距離算出部、２３，２３Ａ…上限速度設定部、２４，２４Ａ…速度
パターン生成部、２５…運転支援部、２６…前方環境認識部、２７…見通し距離情報送受
信部、２８…見通し距離補正部、Ａ…見通し線、Ｂ…自車線エリア見通し線、Ｃ…全エリ
ア見通し線、Ｄ…建造物、Ｐ１…速度パターン、Ｐ２…修正速度パターン
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